
海の次世代モビリティの利活用に関する実証事業



実証実験の背景

2022年2月、神戸市海プロジェクトにて、潜水士と同等程度の精度で
ROVによる鋼管杭の肉厚測定が可能であることを示した



今回実施内容

高圧洗浄・肉厚測定の業務において、ROVはどの程度有用だろうか？

→作業効率、測定精度、経済性の面で検証する



体制

＜全体とりまとめ＞ ＜ユーザー評価＞

＜潜水作業＞＜高圧洗浄機オペレーション＞

【提案者】

【協力者】

＜実証実験評価＞



1． 概要

目的

実施者

実施場所

実施項目
および実施日

老朽化が進行する港湾インフラについて、ROV（Remotely Operated Vehicle）を用いた高圧洗浄
および肉厚測定による鋼構造物基礎の健全性確認手法を確立することで、潜水士の減少・人手不足の
状況にあっても効率的な維持管理のための調査が可能であることを示すことを目的として実施した。

神戸市灘区摩耶埠頭

株式会社FullDepth
神戸市
国際航業株式会社
スーパー工業株式会社
中部潜水サービス株式会社



対象施設の状況／鋼管矢板岸壁での実施



1. ROVの改良・調整
 ROVへの肉厚測定器の取付調整

 岸壁での使用資機材移動運搬用改良

 運搬可能なケーブルユニット、PCユニット

2. 海域実証
 ROVに搭載した高圧洗浄機による付着物の剥離除去

 ROVによる鋼管矢板式岸壁の肉厚測定

3. とりまとめ
 測定結果の妥当性の評価

 作業効率の評価

 経済性の評価



3．主な使用資機材｜ROV
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3．主な使用資機材｜船舶

潜水士作業船及び警戒船の２隻を使用

作業船 警戒船



4．実証実験｜事前検証（12月23日）

以下について確認を実施







事前検証で生じた課題



 ROV



解決策
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平面

正面

調査地点

測定箇所

点名：調査地点ー測定箇所

点名規則の模式図

D C           B          A 

4m

7m

10m

※マニュアルによると、集中腐食が発生しやすいと考えられる干潮帯（L.W.L 付近）を中心に4 箇所ほど設定することとなって
いるが、H.W.L.は気中であるためROV では測定が行えないことや、現場や施設構造により様々な水深条件があることを考慮して
腐食傾向に縛られず、今回は3水深・箇所を基本として実施した。



現地到着・機材積み下ろし 機材セッティング・安全確認

高圧洗浄用DiveUnit300 国産水中ドローン用高圧洗浄機 肉厚測定用DiveUnit300



機材投入 着水・潜航開始 高圧洗浄

肉厚測定（1箇所あたり15回）
次の地点に移動 引き上げてバッテリー交換















■作業効率

ROV 1 日の想定作業量 17 調査地点、51 測定箇所

≒ 潜水士が標準的に実施する50 測定箇所／日
【付着物除去作業、肉厚測定】

1）1 測定箇所で6 分（DU300 の2 台同時運用）

2）1 調査地点（3 測定箇所）で18 分

3）最大5 調査地点（15 測定箇所）毎にバッテリー交換、作業員休憩で30 分

4）日作業時間 8:00～16:30（昼休憩1 時間）として7.5 時間／日

5）作業開始時及び終了時の準備・片付け時間として1 時間

【想定する1 日の作業時間配分】

08:00～08:30 作業開始時ミーティング、作業準備

08:30～10:00 5 調査地点（15 測定箇所）実施

10:00～10:30 バッテリー交換、作業員休憩

10:30～12:00 5 調査地点（15 測定箇所）実施

12:00～13:15 昼休憩、バッテリー交換

13:15～14:45 5 調査地点（15 測定箇所）実施

14:45～15:15 バッテリー交換、作業員休憩

15:15～16:00 2 調査地点（6 測定箇所）実施

16:00～16:30 片付け、作業終了時ミーティング

→合計 17 調査地点 51 測定箇所



ROVによる肉厚測定結果 ≒ 潜水士による肉厚測定結果

■測定結果の検証

ROV(DU300)及び潜水士による肉厚測定結果
は、グラフの頂点（測定値）が概ね一致して
おり、測定結果も同等の結果。



■経済性

ROV ：501,576 円/日（9,835 円/箇所） ＜ 潜水士：503,491 円/日（10,070 円/箇所）

同等程度の経済性で実現可能

※ROVは現場人員、資機材構成及び機器損料を設定

※潜水士による作業は維持管理計画書策定のための現地調査積算基準（国土交通省）により算出

※潜水士の後継者不足・担い手不足が加速し、潜水士の確保が困難となれば、潜水士の労務単価は上昇
することを想定。ROVの機器損料を年間運転日数を20 日で設定したが、今後、ROV の社会実装が進む
ことによる稼働日数の向上や製品価格の低下より日当りコストも低下も考えられる。



作業効率・計測結果は潜水士による手法と比較して同等程度

↓

次世代モビリティとしてのROVはインフラ維持管理の担い手不足解消に貢献できる

（企画段階での想定TRL:6に対し、実証実験を踏まえたTRL:8）

【課題】 【解決策】

① 付着物除去と肉厚測定で機体を2機運用

② 施設天端からの機体の投入・揚収の作業性、

安全性が悪い

③ 今回は阪神港神戸区の冬季であり、透明度や

潮流等、現場条件は良かった

① 1機体での実施によるオペレーション効率向上

② 作業性、安全性の向上

③ 多様な環境（潮位、流況、付着生物種や量、施

設構造など）での検証の積み重ね



肉厚測定作業において、ROVは有用と判明

↓

社会実装の加速＝どんどん活用しましょう！



ご清聴ありがとうございました


